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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　位置決め装置であって、
　支持構造（２２）を有し、ワーク・キャリア（３８）を有し、長さ調整の可能な支柱（
７０，７２，１８６）を有し、それらの支柱は、一方で支持構造に、もう一方でワーク・
キャリア（２２）に、それぞれ接続され、
　前記支柱（７０，７２，１８６）は、支持構造への接続のポイント及びワーク・キャリ
ア（３８）への接続のポイントに、可動状態で取付けられ、
　前記支柱（７０，７２，１８６）の少なくとも一部は、長さの調整が可能であり、
　前記支柱（７０，７２，１８６）の少なくとも一部は、それらの長さを調整するための
駆動源を有している、
　位置決め装置において、
　前記支柱（７０，７２，１８６）の内の少なくとも６本が、２本ずつ対を成して三角形
に配置されていること、
　支柱の少なくとも２つの対（５８，６０，６２；１２６）の中で、支柱が平行に配置さ
れていること、
　各支柱対（５８，６０，６２；１２６）は、それぞれ共通の駆動源を有していて、各駆
動源により、各対の長さが、専ら同期された状態で調整可能であること、
　各支柱対（５８，６０，６２；１２６）は、支柱（７０，７２，１８６）の長手方向の
範囲の第一の端部で、ピボット軸受（２４，２６，３０，３２；７８，８０；８４）を有
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していること、
　各支柱対（５８，６０，６２；１２６）は、各支柱（７０，７２）の長手方向の範囲の
第二の端部で、第二の軸受を有していること、
　を特徴とする位置決め装置。
【請求項２】
　下記特徴を有する請求項１に記載の位置決め装置（５２）：
　支柱対（５８，６０，６２；１２６）の各支柱（７０，７２）は、ピボット軸受（２４
，２６，３０，３２，７８，８０；８４）を有していて；
　これらのピボット軸受（２４，２６，３０，３２，７８，８０；８４）は、共通の支持
シャフト軸を有している。
【請求項３】
　下記特徴を有する請求項１または２に記載の位置決め装置（５２）：
　前記支柱の数は、６本である。
【請求項４】
　下記特徴を有する請求項１から３のいずれか１項に記載の位置決め装置（５２）：
　前記駆動源は、油圧式、空圧式、または電動式の駆動源である。
【請求項５】
　下記特徴を有する請求項１から４のいずれか１項に記載の位置決め装置（５２）：
　各支柱対（５８，６０，６２；１２６）は、共通の駆動源を有している。
【請求項６】
　下記特徴を有する請求項５に記載の位置決め装置（５２）：
　前記駆動源は、前記それぞれの支柱対（５８，６０，６２；１２６）に、ベルト、歯付
きのベルト（１１０）、ギア・システム（１３０）、またはギア・ホイール、またはその
他の角度を維持する連結部材によりに接続されている。
【請求項７】
　下記特徴を有する請求項１から６のいずれか１項に記載の位置決め装置（５２）：
　各支柱対（５８，６０，６２；１２６）に対して、制動装置が割り当てられており、こ
の制動装置と、必要な場合には、関連する駆動源、または、少なくとも構造的要素（７４
，７５，７６）が、駆動源により駆動され、制動されまたは固定される。
【請求項８】
　下記特徴を有する請求項１から７のいずれか１項に記載の位置決め装置（５２）：
　前記第一の端部は、支持構造に割り当てられている。
【請求項９】
　下記特徴を有する請求項１から８のいずれか１項に記載の位置決め装置（５２）：
　前記第一の端部に、第三の軸受が配置されている。
【請求項１０】
　下記特徴を有する請求項９に記載の位置決め装置（５２）：
　前記ピボット軸受（２４，２６，３０，３２，７８，８０；８４）、前記第二の軸受、
及び前記第三の軸受の自由度の合計値は、予想される負荷の自由度に対応している。
【請求項１１】
　下記特徴を有する請求項１から１０のいずれか１項に記載の位置決め装置（５２）：
　前記軸受として、ピボット軸受（２４，２６，３０，３２，７８，８０；８４）、カル
ダン軸受、が使用される。
【請求項１２】
　下記特徴を有する請求項１から１１のいずれか１項に記載の位置決め装置（５２）：
　前記駆動源および／または前記支柱は、姿勢測定装置を有している。
【請求項１３】
　下記特徴を有する請求項１２に記載の位置決め装置（５２）：
　前記ワーク・キャリアのセッティング、または空間中でのその姿勢は、コントロール装
置、及び姿勢測定装置の姿勢データを用いて予め定められる。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、位置決め装置に係り、この位置決め装置は、支持構造を有し、ワーク・キャ
リアを有し、長さ調整の可能な支柱を有し、それらの支柱は、一方で支持構造に、もう一
方でワーク・キャリアに、それぞれ接続されている。ここで、前記支柱は、前記支持構造
及び前記ワーク・キャリアへの接続のポイントに可動状態で取付けられ、前記支柱の少な
くとも一部は、長さの調整が可能であり、前記支柱の少なくとも一部は、それらの長さを
調整するための駆動源を有している。
【背景技術】
【０００２】
　先行技術から、一般的なタイプの様々な位置決め装置が知られており、それらは、様々
な技術的な分野において使用されている。既知の位置決め装置は、対象物を所定の姿勢で
保持するために使用される。そのような位置決め装置は、それ故に、例えば、ワークピー
スがツールの助けで加工されることを可能にするように、ワークピースをツールに対して
位置合わせするために使用される。自動車産業において、例えば、車両のボディ部分は、
作業ステーションなどの中で、通常、複数の位置決め装置の助けにより、その位置合わせ
が行われる。このようにして位置合わせされた車体は、それから、例えば、溶接ロボット
により加工されることが可能である。
【０００３】
　このようにして、US 5,787,758 には、三軸の位置決め装置が記載され、この位置決め
装置は、例えばワークピース、ツール、センサー、光学的表面、などのような、対象物の
位置合わせに使用される。この既知の位置決め装置は、支持構造を有しており、この支持
構造は、調整可能なマシン・コンポーネントに、位置合わせ要素により接続される。マシ
ンのコンポーネントは、対象物を受け取り、そして、位置合わせ要素を駆動することによ
り、支持構造に対して移動され且つ位置合わせされることが可能である。
【０００４】
　しかしながら、このマシンのコンポーネントは、マシンのコンポーネントのデカルト座
標系の軸の方向のみに、移動可能であるように構成されていて、その座標の原点は、マシ
ンのコンポーネントに固定されている。これらの軸の周りでの、マシンのコンポーネント
の傾動、旋回、または回転は、阻まれるように構成されている。この目的のために、この
既知の位置決め装置は、三本の支柱を有しており、それらの支柱は、一方で支持構造に、
もう一方でマシンのコンポーネントに、取り付けられている。それらの支柱は、ここで、
前記パーツに接続され、且つ、前記パーツとともに、マシンのコンポーネントがこれらの
軸の周りで旋回されることを防止するように、設計されている。これらの支柱は、二本の
支柱の部分を有しており、それらは、互いにヒンジ式に接続され、それによって、支柱が
開かれまたは閉じられることにより、その長さが調整されまたは変更されることが可能に
なるようになっている。
【０００５】
　そのような位置決め装置は、欠点を有しており、それは、特に、装置が多くのスペース
を占めることである。このことは、特に、もし、その位置決め装置が製造ラインなどに配
置された場合に、問題となることがある。その理由は、その場合には、ロボット、コンベ
ア・ベルト、構造的パーツなどの間に、一般的に僅かなスペースしか残されていないから
である。更にまた、この既知の位置決め装置は、ときには非常に高くなることがある負荷
に対抗することが可能な、必要な剛性を有していない。それに加えて、この既知の位置決
め装置は、組み立てが非常に複雑であることが判明している。
【特許文献１】米国特許第 US 5,787,758 号明細書
【発明の開示】
【０００６】
　本発明の目的は、コンパクトで且つ省スペース構造で、且つ高い剛性を有する位置決め
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装置を規定することにある。
【０００７】
　この目的は、本発明の位置決め装置により実現される。この位置決め装置は、支持構造
を有し、ワーク・キャリアを有し、請求項１において規定される特徴を備えた長さ調整の
可能な支柱を有している。
【０００８】
　従って、導入部において規定されたタイプの、本発明の位置決め装置の特徴は、支柱の
内の少なくとも６本が対を成して配置されていること；支柱対の中で、支柱が平行に配置
されていること；各支柱対が、支柱の長手方向の範囲の第一の端部に、ピボット軸受（pi
vot bearing）を有していること；及び、各支柱対は、各支柱の長手方向の範囲の第二の
端部に、第二の軸受を有していること；にある。
【０００９】
　それ故に、本発明によれば、力は各支柱により個別に吸収されるが、支柱の各対は、偶
力と見ることができるので、トルクを吸収することも可能であると言うことが確保される
。これにより、支柱の平均の負荷が減少される。更に、支柱対の中での支柱の平行な配置
は、支柱の長手方向の範囲の一方の端部でのピボット軸受の特別なデザインによってもた
らされるものであるが、そのような配置は、全体の構造の好ましい剛性を示す。支柱のそ
のような配置の更なる優位性は、位置決め装置が、それが支持することが可能な力及びト
ルクに対して、比較的コンパクトにデザインされると言う事実から、理解されることが可
能である。
【００１０】
　本願の主題の好ましい実施形態において、支柱の数は、正確に６本である。　
　このようにして、この位置決め装置は、正確に三つの、長さ調整の可能な支柱対を有し
ており、これらの支柱対は、支持構造上での適切な空間的配置を仮定したとき、特に好ま
しいやり方で、支持構造の中に、ワークピースの力及びトルクを伝える。
【００１１】
　本発明によれば、各支柱対が共通の駆動源を有していることも、規定される。　
　このようにして、この位置決め装置は、全体として、更によりコンパクトになり、そし
て、駆動源をコントロールするためのコントロールの複雑さが、それに対応して減少する
。
【００１２】
　もし、駆動源が、角度を維持する連結部材により、特に、ベルト、歯付きのベルト、ギ
ア・システム、またはギア・ホイールにより、それぞれの支柱対に接続されるとすれば、
更に好ましい。
【００１３】
　本発明に基づく位置決め装置の更なる好ましい実施形態は、更なる従属請求項から導き
出されることが可能である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１４】
　図面に表された例として示された実施形態に基づいて、本発明、好ましい実施形態、及
び本発明の改良、並びにその特別な優位性が、以下において、詳細に説明され且つ記載さ
れる。
【００１５】
　図１は、位置決め装置のサポートの本発明の対の基本プラン１０を示す。このプランに
おいて、第一の支柱１２及び第二の支柱１４が、平行に、且つ構造により予め定められた
間隔を隔てて、配置されている。両方の支柱１２，１４の長さは、第一のプラン１０の中
でピストン・シリンダ機構１６により示されているように、調整可能である。この明細書
において、異なるタイプの駆動源を、ここで、想定することが可能である。それらは、例
えば、例えば、油圧式、空圧式、または電動式などの駆動源であるが、また機械的な長さ
調整機構でも良く、それも、次に、空圧式、油圧式、または電動式の駆動源により移動さ
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れる。同様に、手動式の調整機構も、更に想定することが可能であり、そのような機構は
、駆動源が故障した場合に、例えば、クランクの助けで、使用されることになる。
【００１６】
　支柱１２，１４は、それらの長手方向の範囲の第一の端部（図１の上側の部分に表され
ている）で、支持構造２２に、第一のカルダン継手（Cardan joint）１８及び第二のカル
ダン継手２０により連結されている。この場合に、各カルダン継手１８，２０は、第一の
ピボット軸受２４及び第二のピボット軸受２６を、それぞれ有している。それぞれの第一
のピボット軸受（pivot bearings）２４は、ここで、支持構造２２に連結され、且つ構造
により規定される固定された距離を有している。更に、第一のピボット軸受２４は、それ
らが共通の第一のピボット軸２８を有するように配置されている。
【００１７】
　それらの長手方向の範囲の第二の端部で、支柱１２，１４は、第三のピボット軸受３０
を、それぞれ有しおり、これらの第三のピボット軸受３０は、第四のピボット軸受３２の
上に、一緒に取り付けられている。それ故に、本発明によれば、第三のピボット軸受３０
もまた、構造により予め定められた距離を有し、且つ第二のピボット軸３４の上で一緒に
旋回することが、確保される。第二のピボット軸３４は、ピボット軸２８から予め定めら
れた量だけ離され、それによって、支柱対の必要な長さが規定される。
【００１８】
　ピボット軸３４を備えた共通のピボット軸受３２は、次に、移動プラットフォーム３８
に連結され、この移動プラットフォームは、ワーク・キャリアとして使用可能である。こ
のように接続されて、プラットフォーム３８は、固定された支持構造２２に対して、図１
の中で矢印により表された可動性を獲得する。旋回軸２８と３４の距離は、ここで、プラ
ットフォームの姿勢及び向きに従い変化する。例えば、軸３４は、軸３６の位置まで、伸
びることが可能である。
【００１９】
　以上において詳細に説明された、支柱１２，１４の下側の取付け部のための軸受プラン
を用いて、Ｘ，Ｙ及びＺで示された矢印の方向により図面に示された、取付け部に対する
自由度が、全体として、得られる。
【００２０】
　本発明によれば、支柱対の共通の且つ長さを同期させた機械的な駆動に対して、三つの
実施形態が可能である。図２は、支柱対の動力学的な連結のための第一のプラン４０を示
す。この連結は、関節式継手機構の助けにより、特定のやり方で、モータの駆動パワーを
支柱対に伝達する。本発明に基づく位置決め装置において、この関節式継手機構は、旋回
される支柱対の姿勢及び向きに関わりなく、変形または引っ掛かりを生ずることなく、エ
ンジンの駆動パワーが伝達されることを可能にする。
【００２１】
　二本のシャフト４２及び４３の内のそれぞれ一つは、駆動側または出力側のシャフトと
して使用されることが可能である。もし、シャフト４２が、例えば出力側のシャフトとし
て使用される場合には、このシャフトは、図１のそれぞれの支柱の軸１２または１４に対
して平行に配置される。駆動側のシャフト４３は、上記の関節式継手機構により、支柱の
姿勢及び向きから、分離され、そのスイベル軸受４６を用いて、支持構造２２、またはピ
ボット軸受２４のシャフト・ボディのいずれかに、割り当てられることが可能である。
【００２２】
　本発明によれば、二つの関節式継手機構４０が、支柱対を駆動することが要求される。
それ故に、支柱の調整のために必要な駆動パワーを、駆動機構から両方の支柱に、分配す
ることが可能になる。この場合、それぞれの軸受が支柱のどちらの端部に配置されるかは
、関係ない。
【００２３】
　図１において、個別の関節式継手の組み合わせ３０，３２と、カルダン継手（Cardan j
oint）１８，２０の関節式継手が、互いに置き換えられることも可能である。このように
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して、両方の関節式継手３０，３２が、支柱１２，１４の上端部に配置されることもあり
得る。これに対して、カルダン継手１８，２０は、下側の端部に配置されることもあり得
る。従って、駆動パワーを支柱対に伝達するために、関節式継手機構４０が、プラットフ
ォーム・サイドの関節式継手、または支持構造の関節式継手のいずれかに、割り当てられ
ることが可能である。
【００２４】
　第一のスイベル軸受（swivel bearing）４４と第二のスイベル軸受４６の間で、第一の
回転軸４２の上に、捩りに対してリジッドな長さ補償要素４８が、第三のカルダン継手５
０とともに、配置されている。このようにして、支柱対の共通の且つ長さを同期させた機
械的な駆動の機能が、従来技術の標準的な要素を使用して、特に好ましい技術的な手段に
より実現される。二つのスイベル軸受４４または４６の支持力が、共通のハウジングの中
で吸収されることもまた、想定することが可能である。
【００２５】
　図３は、第一の位置決め装置５２を、斜視図として示す。ベース・プレート５４は、第
一の接続要素５６により、第一の支柱対５８、第二の支柱対６０、及び第三の支柱対６２
に接続されている。ベース・プレート５４は、ほぼハニカム状の形態であり、支柱対５８
，６０，６２の第一の端部、即ち下側の端部は、ベース・プレート５４の各第二のサイド
の上に、配置されている。このようにして、支柱対５８，６０，６２のための線形対称的
なスタート姿勢が到達され、これは、位置決め装置５２により吸収される力に対して、そ
して、それらの前方への伝達に対して、特に好ましい効果を有している。
【００２６】
　支柱対５８，６０，６２の内の一つの各支柱は、その上端部で、それぞれユニバーサル
継手６４により、ツール・プレート６６に接続されている。ユニバーサル継手６４は、カ
ルダン継手であり、ツール・プレート６６は、この例では、ディスクとして、設計されて
いる。支柱対５８，６０，６２の各支柱のユニバーサル継手６４を配置するとき、支柱が
互いに対して平行に配置されることが可能であることを確保するように、注意が払われな
ければならない。
【００２７】
　更に、ツール・プレート６６の直径は、ベース・プレート５４の外側の直径と比べて小
さく選択され、それによって、いずれにせよ支柱対が等しい長さを有しているスタート姿
勢において、支柱対が、ベース・プレート５４上の仮想垂線に対して、特定の角度を、そ
れぞれ有するようになる。しかしながら、このスタート姿勢は、個別の支柱の長さ調整の
やり易さに応じて、変わることが可能である。
【００２８】
　ツール・プレート６６は、複数の切欠部６８（例えばボア・ホール、貫通孔、またはネ
ジ孔）を有しており、それらは、様々なツールが、このツール・プレート６６の上に取り
付けられることを可能にする。シンプルな場合には、そのようなツールは、ピン、位置決
め用のグリッパー、またはワークピースへのその他の接続要素である。
【００２９】
　第一の支柱対５８に基づいて、支柱対５８，６０，６２のそれぞれに属する様々な構造
的パーツが、以下においてより詳細に説明される。第一の支柱対５８は、ここでは、第一
の支柱７０及び第二の支柱７２を有しており、それらは、実質的に、第一の円筒形の構造
要素７４及び第二の円筒形の構造要素７６から成る。第二の円筒形の構造要素７６は、こ
こでは、構造的要素７４，７６をテレスコピックに引き伸ばすことを可能にするように、
第一の円筒形の構造要素７４の中でガイドされ、円筒形の構造要素７４，７６は、好まし
くは、相互に、共通の対称的な軸に沿って回転の自由度を有している。この理由のために
、本発明によれば、引っ張り及び圧縮力のみが、トルク無しで、支柱に加えられることが
可能であり、そして、位置決め装置の変形が防止される。通常、構造的要素を引き伸ばす
ことは、組み込まれたスピンドルまたはネジが切られた駆動機構によりもたらされる。
【００３０】
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　支柱７０，７２のそれぞれの上のユニバーサル継手６４は、ツール・プレート６６に対
する接続のポイントでの支柱の間の予め定められた距離が、不変であることを確保するた
めに、それぞれ働く。ユニバーサル継手６４は、カルダン・マウンティング（Cardanic m
ounting）を有している。即ち、支柱７０，７２には、原則として、２つの自由度を有す
る取付け部が設けられている。
【００３１】
　第一の支柱７０の下側の端部に、第五のピボット軸受７８が配置され、それに対応して
、第二の支柱７２の下側の端部に、第六のピボット軸受８０が配置されている。第五のピ
ボット軸受７８と第六のピボット軸受８０の間の距離は、支持シャフトの中心に関係して
おり、上側のユニバーサル継手６４の距離に対応する。この効果は、支柱６８，７０が等
しい長さを有している限り、それらの支柱６８，７０が、互いに対して平行に、限定的に
配置されると言うことである。このことは、支柱６８，７０を同期式の引き伸ばすことま
たは縮めることに関係する問題であって、それについては、後においてより詳細に説明さ
れる。
【００３２】
　第五のピボット軸受７８及び第六のピボット軸受８０は、それらが、第七のピボット軸
受８４の更なる支持シャフト８２に対して垂直な方向にのみ、旋回されることが可能であ
るように、それらの支持シャフトにより支持されている。第七のピボット軸８４は、ここ
では、ベース・プレート５４に対する仮想垂線の周りの仮想円に対して接線方向に、正確
には、その中心ポイントに、配置される。
【００３３】
　その長さ調整機構の、共通の且つ長さを同期させた駆動のために、第一の支柱対５８は
、共通の電動式の駆動源８６を有しており、この駆動源は、支柱７０，７２の下側の領域
において、接続要素８８により、支持構造９０に接続されている。この支持構造９０は、
支持シャフト８２の上に、下記のように接続されている：即ち、シャフトが回転されたと
き、それも一緒に旋回され、それによって、旋回運動の場合に、接続要素８８及び電動モ
ータ８６の両方が、一緒に旋回されることになる。それにより、第一の支柱対５８の支柱
の脚部に対する電動モータ６８の相対的な姿勢が変化しないことが、確保される。電動モ
ータ６８から第一の支柱対５８への、可能な力の伝達またはトルクの伝達の詳細は、後に
詳細に、説明される。その理由は、原則として、いくつかのオプションが、この場合には
得られるからである。
【００３４】
　図４は、上方からのツール・プレート６６の上面図における、第一の位置決め装置５２
を示す。ここで、支柱対５８，６０，６２は、等しい長さを有しており、それによって、
この図において、ツール・プレート６６は、ベース・プレート５４の上方で、正確に中心
に配置されている。この図面において、図３においても示されている同じ部品に対する参
照符号は、それに応じて、使用されている。
【００３５】
　この図面から、ピボット支持シャフトの図により、即ち、更なる支柱対６０，６２の支
持シャフト８２及び対応するピボット支持シャフトにより、正三角形の状態の、支柱対５
８，６０，６２の対称的な配置が選択されていることが、見出されることが可能である。
この配置は、少なくとも、ツール・プレート６６のこのスタート姿勢において、個別の支
柱対５８，６０，６２の間でツール・プレート６６に作用する力及びトルクの、好ましい
、均一な且つ対称的な分布を作り出す。
【００３６】
　このようにして、個別の構造的パーツのそれぞれ好ましい全く同一のレイアウトが可能
であり、そして、支柱対５８，６０，６２の一様のデザイン、そしてまた、それらの取付
け部及び駆動機構の一様のデザインにより、駆動源及び支柱対のタイプのみをそれぞれ設
計しそして製造することの可能性がもたらされ、それは、そのとき、対応する位置決め装
置をもたらす。
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【００３７】
　図５は、第一の支柱対５８の脚部の拡大詳細図を示す。ここで、電動モータ６８、接続
要素８８、第六のピボット軸受８０、支持シャフト８２、及び第一の接続要素５６は、拡
大されたスケールで示されている。この図面において、下側の接続要素９２が明確に示さ
れている、この接続要素は、第一の支柱７０の第一の円筒形の構造要素７４を、第五のピ
ボット軸受７４の第一のピボット・フォーク９４に接続する。第二の支柱７２の第六のピ
ボット軸受８０もまた、対応するピボット・フォーク９４に接続されている。
【００３８】
　この図面において、機械的な連結部材が、下側のアセンブリ９６と、第二の円筒形の構
造要素７６または第二の支柱７２の対応する構造的部分の間に存在することが、拡大され
たスケールで、更に示されている。
【００３９】
　図６は、支持シャフト８２の断面図により、機械的な連結部材９５の第一の実施形態を
示す。この実施形態は、図２に示された第一のプランに基づく、第四のカルダン継手９８
及び第五のカルダン継手１００の形態である。カルダン継手９８，１００は、一方で、ロ
ッド１０２に接続され、このロッドは、第二の支柱６２の対応する構造的部分の下方で、
第二の円筒形の構造要素７６の回転運動をもたらす。また、もう一方で、カルダン継手９
８，１００は、連結要素１０４に接続され、この連結要素は、次に、駆動シャフト１０６
に接続されている。
【００４０】
　下側のアセンブリ９６（詳細には示されていない）において、駆動源８６が、両方の駆
動シャフト１０６を同じ速度で駆動することが確保され、それにより、それらの長手方向
の範囲の中で、支柱対が一様に伸ばされまたは縮められることが確保される。第一の支柱
対５８の示された実施形態において、このことは、共通のギア・ホイールによる共通の駆
動により実現されることが意図されている。しかしながら、それは、この図面において、
図面の平面の中に入っておらず、そのために、示されていない。
【００４１】
　このタイプの駆動において、注意すべきことは、第二の構造的要素７６の内の一つが左
回り回転により引き伸ばされ、これに対して、もう一方が右回りの回転により駆動され、
それにより右回りの回転により引き伸ばされること（あるいはその逆の動き）を、確保す
ることである。縮める際には、駆動は、それに対応して相互に入れ替えられた回転方向で
、作用する。
【００４２】
　図７は、支柱対の長さを調整するための機構の駆動ための、第二のデザイン・オプショ
ンを示す。先行する図面に示された実施形態と、これとの間の本質的な相違が、第二の電
動モータ１０８が歯付きのベルト１１０を駆動することにあることは、明らかである。こ
の歯付きのベルト１１０は、更に、駆動プーリ１１２により駆動され、この駆動プーリは
、先に紹介された実施形態の駆動シャフト１０６の機能を実質的に満たす。
【００４３】
　歯付きのベルトの張力は、二つの調整可能なテンション・プーリ１０７により実現され
、このテンション・プーリは、歯付きのベルト１００の歯の無い裏側に対して、調整によ
り予め設定可能な力を及ぼし、このようにして、歯付きのベルト１１０を、レイアウトに
より予め定められた最初の張力で維持する。第二の実施形態１０７において、第二の円筒
形の構造的パーツ７６のための駆動が、更に実現される。この駆動は、等方的であり、そ
れによって、支柱のデザインにおいて、構造的パーツの駆動の回転方向に対して考慮を払
う必要が、好ましくも無くなる。
【００４４】
　図８は、ツール・プレート６６へのそれら接続ポイントでの、支柱対５８，６０，６２
の上端部を示す。この図面においてもまた、既知のパーツ及び構造的パーツに対して、最
初に紹介されたものに対応する参照符号が付されている。図８において、関節シャフト１
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１４が、継手の自由度を、可能な限り見易くするために、描かれている。以下の図面にお
いて、第一の位置決め装置による可能な姿勢（そのような継手６４により提供される）の
様子が示されている。
【００４５】
　図９は、第一の位置決め装置５２の第一の姿勢１１６を示す。この姿勢において、ワー
クピース・プレート６６が、ベース・プレート５４の上方で、正確に中心に配置され、更
に、支柱対５８，６０，６２は、それらの最小長さに縮められている。
【００４６】
　図１０は、第一の位置決め装置５２の第二の姿勢１１８を示す。この姿勢において、ツ
ール・プレート６６が、ベース・プレート５４の上方で、同様に、正確に中心に配置され
、それでも、支柱対５８，６０，６２は、それらの最大長さを有している。図１０を図９
に結合して眺めると、如何にして、ツール・プレート６６が、その運動軸の内の一つに沿
って位置合わせされることが可能であるかが、分かる。
【００４７】
　図１１は、第一の位置決め装置５２の第三の姿勢１２０を示す。この姿勢において、支
柱対５８，６０，６２は、図９及び図１０の場合と比較して、最小の長さを有している。
【００４８】
　図１２は、第一の位置決め装置５２の第四の姿勢１２２を示す。この姿勢において、図
の中の左側に示されている支柱対は、二つの他の支柱対と比べてより短い長手方向の範囲
を有している。それによって、最終的な解析において、ツール・プレート６６は、図の中
の左側に示された支柱対のほぼ直上に配置されている。ツール・プレート・ディスクは、
ここでは、先行する図面と同様に、まだ、ベース・プレート５に対して平行に、配置され
ている。この図面は、ツール・プレート６６に対する力及びトルクの効果に従い、圧縮力
が支柱対５８，６０，６２に対して作用することが可能であるのみではなく、如何に力ま
たはトルクがツール・プレート６６に対して作用するかに応じて、引張力もそれらの支柱
対に対して作用することを示している。
【００４９】
　図１３は、下側のアセンブリの第二の実施形態１２４に係り、この下側のアセンブリは
、モータの駆動パワーを支柱対に、特定のやり方で伝達する。この図面は、単に、様々な
構造的要素の相互作用のプランを示すものである。構造的要素の参照符号は、図１または
２と同じに、選択されている。それ故に先行する駆動システムと比較して、根本的な相違
のみが、以下においても説明される。
【００５０】
　第四の支柱対１２６のための駆動パワーは、駆動シャフト１２８により供給される。如
何にして駆動シャフト１２８それ自体が駆動されるかについて、詳細には示されていない
が、これは、空圧式に、油圧式に、電動式に、または当業者に知られた他のやり方で、行
われることが可能である。ギア・システム１３０を介して、駆動シャフト１２８の駆動パ
ワーが、第四の支柱対１２６の支柱に伝達される。
【００５１】
　選択された例において、ギア・システム１３０は、第一のピニオン１３２を有しており
、この第一のピニオンは、第一の連結シャフト１３４に接続され、そして、駆動状態にお
いて、これを回転させる。この回転は、第一の支柱ロッド１３８に配置された第二のピニ
オン１３６を駆動する。それに対応して、駆動シャフト１２８に配置された第三のピニオ
ン１４０が、第二の駆動シャフト１４２を駆動し、この第二の駆動シャフトは、次に第二
の支柱ロッド１４６に配置された第四のピニオン１４４を駆動する。
【００５２】
　支柱ロッド１３８，１４６は、それらの長手方向の軸の周りで回転可能であり、それに
対応するように、カルダン・マウンティング１４８を用いて、取り付けられている。支柱
の端部の方を向いたマウンティングは、以上において既に説明されたやり方で支持されて
いる。第二の軸受の支持力を、支柱ロッド１３８，１４６の上で吸収するために、接続ロ
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ッド１５０が設けられ、この接続ロッドは、駆動源を前記マウンティングに接続する。こ
れは、図面の中に、対応する接続ロッド１５０により、示されており、この接続ロッドは
、駆動シャフト１２８上の対応する軸受のシンボルを、支柱ロッド１３８，１４６上の軸
受のシンボルに接続する。
【００５３】
　そのような接続ロッド１５０の代わりに、ハウジングが支持力を吸収することも、同様
に考えられる。最後に、捩りに対してリジッドな長さ補償機構１２７は、駆動パワーの伝
達を妨げることなく、支柱対が回転軸２６の周りで一緒に旋回されることを可能にする。
【００５４】
　図１４により示されているように、本発明に基づく駆動源の第三の実施形態１５２は、
ベルト駆動１５２を使用しており、このベルト駆動は、二つの駆動プーリ１５４を駆動す
るための、例えば、歯付きのベルトとして、またはＶベルトとして、または牽引ベルトと
して、実現されることが可能である。駆動プーリ１５４は、ベベル・ギア・トレイン１５
８の第一のベベル・ギア１５６に対して、それぞれ作用し、この第一のベベル・ギアは、
ベベル・ギア・トレイン１５８の第二のベベル・ギア１６０を駆動し、この第二のベベル
・ギアは、支柱ロッド１６２に対して作用する。これらの支柱ロッド１６２は、デカルト
座標的に、ユニバーサル・マウンティング１６４の中に取り付けられている。
【００５５】
　図１５は、第三の実施形態１５２のデザインを示しており、この第三の実施形態は、図
１４の中に概略的に表されており、この図面においては、原則として、デザインの提案と
して示されている。見えている対応する構造的パーツは、それ故にまた、図面１４に従っ
て参照符号が付されている。
【００５６】
　このデザインにおいて、様々な技術的な機能が一つの平面の中にそれぞれ含まれている
ことが、特に好ましいことが、実際、判明しており、それらの機能は、図面の中に、対応
する四角形により指示されている。第一の平面１６６が、このようにして得られ、この第
一の平面の中で、駆動が、駆動プーリ１５４及び駆動ベルト１５３によりもたらされる。
第二の平面１６８は、支柱ロッド１３８，１４６、及び支柱ロッド１３８，１４６の両端
での、対応する取付け部により形成される。第三の平面１７０は、ツール・ディスクによ
り形成される。しかしながら、このツール・ディスクは、この図面の中には示されていな
い。他方、第四の平面１７２は、駆動プーリ１５４の回転軸により規定される。
【００５７】
　最後に、第五の平面１７４もまた、見ることが可能であるようになっており、この第五
の平面は、第四の平面１７２に対して平行であり、且つ支持ポイント１７６により、即ち
ピボット軸受により、規定されており、この支持ポイントは、支持脚１７８の最も近くに
ある。この場合には、接続要素の支持脚１７８は、ベース構造（この図面の中には示され
ていない）に接続され、このベース構造に、この実施形態が接続されることも可能である
。
【００５８】
　図１６は、第三の実施形態１５２の断面図を示しており、そのために、前と同様な参照
符号が、もう一度使用されている。特に、この図面において指摘すべきことは、トルク・
モータ１７８が、シャフト１８０により、駆動プーリ１５４の内の一つを駆動するように
配置されていることである。
【００５９】
　もう一方の駆動プーリ１５４は、次に、駆動ベルト１５３を介して駆動され、この駆動
ベルトは、更なるシャフト１８２を駆動する。シャフト１８０及び更なるシャフト１８２
を介して、長さ調整の可能な支柱１８６の対応する二次シャフト１８４が駆動される。こ
の場合には、個別の調整可能な支柱１８６の間の距離は、シャフト１８０と更なるシャフ
ト１８２の間の構造で規定される距離、及び、上側のユニバーサル継手１９０の領域内の
長さ調整の可能な支柱１８６のもう一方の端部でのツール・プレートに対する接続ポイン
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トの両者により、固定される。
【００６０】
　更なるシャフト１８２上には、駆動プーリ１５４と反対の方向に向いたサイドに、ブレ
ーキ１８８が配置されており、このブレーキは、必要な場合には、更なるシャフト１８２
を妨げる。このようにして、作用しているかも知れない力を、駆動が吸収する必要無しで
、長さ調整の可能な支柱１８６が予め定められた姿勢で固定されることを確保するために
、シンプルな手段が、使用されることが可能である。それは、特別な機械的な安定性を、
この配置に与える。
【００６１】
　この配置において、安定性に寄与する更なる手立ては、力の伝達のためのギア・ホイー
ルの使用であり、それは、例えば、ベベル・ギア１９２を含んでいて、このギア・ホイー
ルは、９０度のベベル・ギア・トレインの中でのように、更なるシャフト１８２の働いて
いる駆動力を、二次シャフト１８４の内の一つに伝達する。
【００６２】
　更に、この配置において、機能の分離が実現され、それによれば、トルク・モー１７９
がシャフト１８０に対して作用し、また、第一のブレーキ１８８が更なるシャフト１８２
に対して作用する。このようにして、個別の技術的な機能の特にコンパクトな配置が、実
現される。
【００６３】
　更なるブレーキ機構が、図１７に示されており、この図もまた、第一の支柱対５８の詳
細図を示している。その狙いは、この図面において、第二のブレーキ１９４が電動モータ
８６の中に既に組み込まれていると言うことを単に示すことである。
【００６４】
　図１８は、ブレーキ１９６の構造の変形形態を示しており、このブレーキは、二つのパ
ート・ブレーキを有しており、それらは、回転シャフトと更なる回転シャフトの中に、配
置され、二本の支柱の二次シャフトを、それぞれ駆動する。このセットアップにおいて、
ブレーキの冗長性が実現される。たとえ、第三のブレーキ１９６のパート・ブレーキの内
の一つが故障したとしても、もう一方のパート・ブレーキが、機械的な有効な連結を介し
て、両方の二次シャフトを制動する。即ち、そのときには直接的に制動がかけられていな
い二次シャフトも、一緒に駆動する。更に、それらのブレーキは、容易にアクセス可能で
あり、このことは、ブレーキのメインテナンス及び検査を容易にする。
【００６５】
　図１９は、ブレーキ対１９８の配置のための、更なるオプション及び位置を示す。この
例においてもまた、二つのパート・ブレーキが、支柱の内のそれぞれ一つの中に組み込ま
れ、それによって、これらのパート・ブレーキが、二次シャフトに直接作用するようにな
っており、このようにして、各個別の支柱を対応するブレーキ力により固定することが可
能になる。
【００６６】
　本発明の優位性は、ここでは、特に、構造がよりコンパクトになり、更に、ブレーキの
機械的な冗長性が維持されると言う事実にある。
【図面の簡単な説明】
【００６７】
【図１】図１は、サポートの長さが可変の対の第一の基本プランを示す。
【図２】図２は、一対のサポートの連結のための第一のプランを示す。
【図３】図３は、位置決め装置の第一の実施形態の斜視図を示す。
【図４】図４は、位置決め装置の実施形態の上面図を示す。
【図５】図５は、位置決め装置の支柱対の脚部の詳細図を示す。
【図６】図６は、支柱対の脚部の第二の詳細図を、部分的に断面図を用いて示す。
【図７】図７は、一対のサポートのための歯付きのベルト駆動の基本的なスケッチを示す
。
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【図８】図８は、支柱対の支柱ヘッドの詳細図を示す。
【図９】図９は、第一の代表的な姿勢を示す。
【図１０】図１０は、第二の代表的な姿勢を示す。
【図１１】図１１は、第三の代表的な姿勢を示す。
【図１２】図１２は、位置決め装置の第四の代表的な姿勢を示す。
【図１３】図１３は、一対のサポートの連結のための第二のプランを示す。
【図１４】図１４は、一対のサポートの連結のための第三のプランを示す。
【図１５】図１５は、一対の支柱のための共通の駆動の第二の例を示す。
【図１６】図１６は、支柱対の中の第二の例の詳細図を示す。
【図１７】図１７は、第一の代表的な配置を示す。
【図１８】図１８は、セパレート・ブレーキを備えた支柱対の第二の代表的な配置を示す
。
【図１９】図１９は、第三の代表的な配置を示す。
【符号の説明】
【００６８】
　１０…基本プラン、１２…第一の支柱、１４…第二の支柱、１６…ピストン・シリンダ
機構、１８…第一のカルダン継手、２０…第二のカルダン継手、２２…支持構造、２４…
第一のピボット軸受、２６…第二のピボット軸受、２８…第一のピボット軸、３０…第三
のピボット軸受、３２…第四のピボット軸受、３４…第二のピボット軸、３６…軸、３８
…ワーク・キャリア、４０…第一のプラン／関節式継手機構、４２…上側のシャフト、４
３…下側のシャフト、４４…第一のスイベル軸受、４６…第二のスイベル軸受、４８…長
さ補償要素、５０…第三のカルダン継手、５２…第一の位置決め装置、５４…ベース・プ
レート、５６…第一の接続要素、５８…第一の支柱対、６０…第二の支柱対、６２…第三
の支柱対、６４…ユニバーサル継手、６６…ツール・プレート、６８…切欠部、７０…第
一の支柱、７２…第二の支柱、７４…第一の円筒形の構造要素、７６…第二の円筒形の構
造要素、７８…第五のピボット軸受、８０…第六のピボット軸受、８２…支持シャフト、
８４…第七のピボット軸受、８６…電動モータ、８８…第二の接続要素、９０…支持構造
、９２…第三の接続要素、９４…第一のピボット弧、９５…機械的コネクタ、９６…下側
のアセンブリ、９８…第四のカルダン継手、１００…第五のカルダン継手、１０２…ロッ
ド、１０４…連結要素、１０６…駆動シャフト、１０７…第二の実施形態、１０８…第二
の 電動モータ、１１０…歯付きのベルト、１１２…駆動プーリ、１１４…関節シャフト
、１１６…第一の姿勢、１１８…第二の姿勢、１２０…第三の姿勢、１２２…第四の姿勢
、１２４…第三の実施形態、１２６…第四の支柱対、１２８…駆動シャフト、１３０…ギ
ア・システム、１３２…第一のピニオン、１３４…第一の駆動シャフト、１３６…第二の
ピニオン、１３８…第一の支柱ロッド、１４０…第三のピニオン、１４２…第二の駆動シ
ャフト、１４４…第四のピニオン、１４６…第二の支柱ロッド、１４８…カルダン・マウ
ンティング、１５０…接続ロッド、１５２…第四の実施形態、１５４…駆動プーリ、１５
６…第一のベベル・ギア、１５８…ベベル・ギア・トレイン、１６０…第二のベベル・ギ
ア、１６２…支柱ロッド、１６４…ユニバーサル・マウンティング、１６６…第一の平面
、１６８…第二の平面、１７０…第三の平面、１７２…第四の平面、１７４…第五の平面
、１７６…支持ポイント、１７８…支持脚、１７９…トルク・モータ、１８０…シャフト
、１８２…更なるシャフト、１８４…二次シャフト、１８６…長さ調整の可能な支柱、１
８８…第一のブレーキ、１９０…上側のユニバーサル継手、１９２…ベベル・ギア、１９
４…第二のブレーキ、１９６…第三のブレーキ、１９８…第四のブレーキ。
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